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電子申請の背景・目的

 産業保安・製品安全分野に係る審査業務の効率化
（鉱山保安法、電気事業法、ガス事業法、液化石油ガガス保安法、製品安全四法等に
基づく許認可・承認・届出等の年間約２５万件の手続業務）

 監督体制の強化（高度化・先進化）
（激甚化・多様化が進む自然災害発生時には３６５日・２４時間体制で対応し現場
検証・原因究明）

 法令手続で得られるデータ等の利活用・オープンデータ化
（申請データを蓄積していき、将来的に行政高度化のためのデータプラットフォームを構築し、
最先端の技術を活用した分析を通じて行政実務に利活用）
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電子申請について

【電子申請のメリット】
２４時間３６５日いつでも届出・申請
が可能となる。
 ガイド機能で簡単に入力ができる。
 届出・申請履歴が確認することができる。

 電気事業法の一部手続（８手続）をインターネットで提出できるサービス
（保安ネット）を提供。

保安ネットポータブル：https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/hoan-net/index.html （１２月２日公開）

 関東地域においては令和２年６月より運用開始を予定。

※電子申請開始後も引き続き、
従来通りの「紙」による申請も受け付けします。

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/hoan-net/index.html
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電気事業法における電子化の対象手続き（８手続）

 保安規程届出書／変更届出書
 主任技術者選任又は解任届出書
 主任技術者兼任承認申請書
 主任技術者選任許可申請書
 保安管理業務外部委託承認申請書
 発電所の出力変更報告書
 需要設備の廃止報告書／発電所の廃止報告書
 ばい煙（騒音・振動）発生施設廃止報告書
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